
議第16号 平成29年度京都市自動車運送事業

特別会計予算

予 算 に 関 す る 説 明 書
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平成30年度京都市自動車運送事業特別会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　    入

款 項 目 予  定  額 備          考

千円

1
自動車運送事
業収益

23,310,000

1 営 業 収 益 23,070,916

1 運 送 収 益 22,030,315
旅客運賃収入及び他会計負
担による旅客収入

2 運 送 雑 収 益 1,040,601 広告料等の収入

2 営 業 外 収 益 239,084

1 他会計負担金 55,315 一般会計等負担金

2 他会計補助金 17,608 一般会計補助金

3 府 補 助 金 10,005 運輸事業振興助成補助金

4
長期前受金戻
入

148,822
償却資産の取得に充てた補
助金等の戻入額

5 雑 収 益 7,334
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支　      出

款 項 目 予  定  額 備          考

千円

1
自動車運送事
業費用

22,219,000

1 営 業 費 用 21,455,714

1 構築物保存費 226,118

2 車 両 保 存 費 1,805,009

3 運 転 費 9,471,080

4 運 輸 管 理 費 7,526,024

5 一 般 管 理 費 726,352

6 減 価 償 却 費 1,701,131 固定資産減価償却費

2 営 業 外 費 用 663,286

1
支払利息及び
企業債取扱諸
費

32,409
企業債利息及び企業債取扱
諸費

2 雑 支 出 19,877

3
消費税及び地
方消費税

611,000

3 予 備 費 100,000

1 予 備 費 100,000
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資本的収入及び支出

収　　    入

款 項 目 予  定  額 備          考

千円

1 資 本 的 収 入 2,043,000

1 企 業 債 1,973,000

1 建 設 企 業 債 1,973,000
建設改良費に充当するため
の企業債収入

2 補 助 金 66,398

1 他会計補助金 16,892
建設改良費に対する一般会
計補助金

2 国 庫 補 助 金 49,506
建設改良費に対する国庫補
助金

3
その他資本収
入

3,602

1
その他資本収
入

3,602
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支　      出

款 項 目 予  定  額 備          考

千円

1 資 本 的 支 出 4,909,000

1 建 設 改 良 費 2,040,614

1 建 物 費 361,343

2
その他構築物
費

3,500

3 車 両 費 1,223,112

4 機 械 装 置 費 185,392

5
工具器具備品
費

267,267

2 企業債償還金 1,341,386

1
建設企業債償
還金

1,341,386 建設企業債の元金償還金

3 出 資 金 1,343,000

1 他会計出資金 1,343,000
高速鉄道事業特別会計への
出資金

4 納 付 金 134,000

1 他会計納付金 134,000 一般会計への納付金

5 予 備 費 50,000

1 予 備 費 50,000
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単位　   千円

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△純損失）

減価償却費 1,701,131

固定資産除却費 62,215

引当金の増減額（△は減少） 114,733

長期前受金戻入 △148,822

支払利息及び企業債取扱諸費 32,362

未収金の増減額（△は増加） △41,000

貯蔵品の増減額（△は増加） 12,898

未払金の増減額（△は減少） 24,000

小計 2,697,629

利息及び企業債取扱諸費の支払額 △32,362

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,665,267

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

他会計補助金による収入 16,892

国庫補助金による収入 49,506

その他資本収入 3,335

他会計への出資による支出 △1,343,000

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費の財源に充てるための企業債による収入 1,973,000

建設改良費の財源に充てるための企業債の償還による支出 △1,341,386

他会計への納付による支出 △134,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 497,614

平成30年度京都市自動車運送事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成30年4月1日から平成31年3月31日まで）

940,112

△1,939,459

△3,212,726
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資金増加額（又は減少額） △49,845

資金期首残高 4,278,758

資金期末残高 4,228,913
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給　与　費　明　細　書

　　　１　総　　括

職　 員　 数 給　　　　与　　　　費 法　　定

特別職 一般職 給    料 手    当 計 福 利 費

人 人 千円 千円 千円 千円 千円

本
損益勘定
支弁職員 1 819 2,805,984 2,854,402 5,660,386 1,258,042 6,918,428

年
資本勘定
支弁職員

度 合　　計 1 819 2,805,984 2,854,402 5,660,386 1,258,042 6,918,428

前
損益勘定
支弁職員

1 779 2,752,309 2,924,402 5,676,711 1,182,836 6,859,547

年
資本勘定
支弁職員

度 合　　計 1 779 2,752,309 2,924,402 5,676,711 1,182,836 6,859,547

比
損益勘定
支弁職員

0 40 53,675 △70,000 △16,325 75,206 58,881

資本勘定
支弁職員

較 合　　計 0 40 53,675 △70,000 △16,325 75,206 58,881

注　期末手当については，賞与引当金繰入額を含む。

区　　　　分 合　　　計

区　　分 扶 養 手 当 地 域 手 当
超 過 勤 務
手 当

特 殊 勤 務
手 当

期 末 手 当 通 勤 手 当

千円 千円 千円 千円 千円 千円

本　年　度 166,809 298,351 493,181 29,313 1,242,069 92,814

前　年　度 155,436 292,066 493,184 29,323 1,183,061 83,197

比　　　較 11,373 6,285 △3 △10 59,008 9,617

区　　分 住 居 手 当
退職給付引
当金繰入額

管　理　職
手　  　当

管理職員特
別勤務手当

夜 間 勤 務
手 当

千円 千円 千円 千円 千円

本　年　度 57,060 413,942 26,092 475 34,296

前　年　度 68,155 560,179 25,137 479 34,185

比　　　較 △11,095 △146,237 955 △4 111

手

当

の

内

訳

手

当

の

内

訳
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　　一般職職員１人当たり給与費の状況

　　　２　給料及び手当の増減額の明細

区 分 増△減額 増 減 事 由 別 内 訳 備　　　　　　　　　　考

千円 千円

給 料 53,675  1 給与改定に伴う増△減分 ―

 2 昇給に伴う増△減分 9,245 1.4％

　　　（昇給期） 　 （職員数）

１月 587 人

 3 その他の増△減分 44,430  職員数の異動状況

現に在職す
る職員数

(その他)   (計)

 本年度 768人 51人 819人

 前年度 742人 37人 779人

 増△減 26人 14人 40人

手 当 △69,609  1 給与改定に伴う増△減分 35,714

 2 その他の増△減分 △105,323

 平均昇給率

(           )

区　　　分 １ 人 当 た り 給 与 費

本　年　度 6,408
千円

前　年　度 6,390
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　　　３　給料及び手当の状況

　　　　(1) 平均給料月額，平均給与月額及び平均年齢

事務・技術 運 転 士 運 転 士
 企業職給料表第１
 企業職給料表第２

企業職給料表第１ 企業職給料表第５

円 円 円

平均給料月額 338,746 355,213 227,354

円 円 円

平均給与月額 493,743 546,611 369,685

歳 歳 歳

平 均 年 齢 45 53 42

円 円 円

平均給料月額 339,846 353,632 222,449

円 円 円

平均給与月額 501,346 560,877 366,121

歳 歳 歳

平 均 年 齢 46 53 41

　注　各給料表適用の職種は，次のとおりである。

　　(1)  企業職給料表第１　他の給料表の適用を受けないすべての職員

　　(2)  企業職給料表第２　土木，建築，電気及び機械の技術業務に従事する指定職員及

　　　　　　　　　　　　 び競争試験採用職員

  　(3)　企業職給料表第５　交通局採用職員のうち，平成12年３月１日以後に採用された

　　                     職員

区　　　　　　　分

平 成 3 0 年
１月１日現在

平 成 2 9 年
１月１日現在
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　　　　(2) 初任給

　　　　(3) 級別職員数

企業職給料表第１

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比
人 ％ 人 ％ 人 ％

８級 1 0.3 ８級 ― ― ３級 13 3.0

７〃 2 0.7 ７〃 ― ― ２〃 286 66.1

平 成 30 年 ６〃 17 5.5 ６〃 2 8.0 １〃 134 30.9

1 月 1 日 現 在 ５〃 5 1.6 ５〃 1 4.0

４〃 37 11.9 ４〃 5 20.0

３〃 200 64.5 ３〃 4 16.0

２〃 37 11.9 ２〃 12 48.0

１〃 11 3.6 １〃 1 4.0

計 310 100.0 計 25 100.0 計 433 100.0

８級 ― ― ８級 ― ― ３級 10 2.6

７〃 3 0.9 ７〃 ― ― ２〃 248 63.4

平 成 29 年 ６〃 16 4.9 ６〃 2 8.0 １〃 133 34.0

1 月 1 日 現 在 ５〃 5 1.5 ５〃 1 4.0

４〃 37 11.3 ４〃 6 24.0

３〃 217 66.6 ３〃 5 20.0

２〃 38 11.7 ２〃 11 44.0

１〃 10 3.1 １〃 ― ―

計 326 100.0 計 25 100.0 計 391 100.0

区　　　　分
企業職給料表第２ 企業職給料表第５

事　　務 技　　術 運転士 一般会計の制度

企業職給

料表第１

企業職給

料表第２

企業職給

料表第５
事　　務

行政職
技　　術

円 円 円 円 円

平 成 30 年
中級18歳 149,700 154,200 ― 149,700 154,200

1月 1日現在
上級22歳 182,700 190,600 158,900 182,700 190,600

区　　　　分
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　　　(級別の標準的な職務内容)

次 長
理 事

部 長
担 当 部 長

課 長
担 当 課 長

課 長 補 佐
担当課長補佐

４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級

係 長
担 当 係 長

主 事 事 務 職 員 事 務 職 員

　　　(4）特殊勤務手当

     （5）期末手当

注　前年度の（　）内は，平成29年度給与改定前の支給率等である。

企業職給料表第1

区          分 ８ 級 ７ 級 ６ 級 ５ 級

区　　　　　　　　分 全 職 種 事務・技術 運転士

％ ％ ％

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.9 0.3 1.2

％ ％ ％

78.4 32.9 95.5

円 円 円

5,011 5,035 5,008

支 給 対 象 職 員 の 比 率
(平成 ３０ 年 １月 １日 現在 )

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り
平 均 支 給 月 額 ・ ・ ・ ・ ・

代 表 的 な 手 当 の 名 称  中休仕業勤務手当，隔日勤務手当

６　月 12　月
月分 月分 月分

2.125 2.275 4.4 有

前 年 度 2.075(2.075) 2.325(2.225) 4.4(4.3) 有(有)

一般会計の 制度 2.125 2.275 4.4 有 勤勉手当を含む｡

本 年 度

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支給率計

職制上の段

階，職務の

級等による

加算措置・

備　　　考
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　　　(6) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　　　(7) その他の手当

区　　　分
25年勤続
の者

30年勤続
の者

35年勤続
の者

最 高 限 度 備 考

月分 月分 月分

33.899 41.432 47.709

一般会計の
制度
(支給率等)

33.899 41.432 47.709 35年勤続の率
定年前早期退職特例措置
（20％以内の加算）

そ の 他 の
加 算 措 置

支 給 率 等 35年勤続の率
定年前早期退職特例措置
（20％以内の加算）

区　　　　　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶　養　手　当 一般会計と同じ 　　　　　―

地　域　手　当 同　　上 　　　　　―

通　勤　手　当 同　　上 　　　　　―

住　居　手　当 一般会計と異なる 　単身赴任に係る支給制度はなし
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債務負担行為に関する調書

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額
自動車運送
事業収益・

企業債等

　　　

111,000 0 111,000

151,000 － － 平成31年度 151,000 0 151,000

事　項 限度額

前年度末までの支払義
務発生（見込）額・・

当該年度以降の支払義
務発生予定額・・・・

左の財源内訳

自動車運
送事業建
設改良費

138,000 － － 平成30年度

千円 千円 千円千円 千円
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単位　   千円

１

(1)

ア 12,906,617

イ 5,719,901

△1,105,287 4,614,614

ウ 1,174,146

△932,903 241,243

エ 18,773,917

△15,610,652 3,163,265

オ 3,507,308

△2,254,454 1,252,854

カ 4,742,856

△3,781,751 961,105

キ 14,474

△13,027 1,447

23,141,145

(2)

ア 11,232

イ
36,047

47,279

(3) 

ア 49,932

イ 40,098

90,030

(4)

ア 10,000投 資 有 価 証 券

建 設 仮 勘 定

建 物

機 械 装 置

建 設 仮 勘 定 合 計

投資その他の資
産

有形固定資産合計

無形固定資産

電 話 加 入 権

電気通信施設利
用権●●●●●

無形固定資産合計

機 械 装 置

減価償却累計額

工 具 器 具 備 品

減価償却累計額

リ ー ス 資 産

減価償却累計額

建 物

減価償却累計額

そ の 他 構 築 物

減価償却累計額

車 両

減価償却累計額

平成30年度京都市自動車運送事業予定貸借対照表

（平成31年3月31日）

資　   産  　 の  　 部

 固  定  資  産

有形固定資産

土 地
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イ 2,533,000

ウ 1,000

2,544,000

25,822,454

２

(1) 4,228,913

(2) 1,590,000

(3) 95,977

(4) 254,000

6,168,890

31,991,344

３

(1)

ア
3,941,133

3,941,133

(2)

ア 3,472,607

3,472,607

7,413,740

４

(1)

ア
1,181,664

1,181,664

(2) 2,218,000

(3) 150,000

(4)

ア 452,909

他 会 計 出 資 金

そ の 他 出 資 金

投資その他の資産
合計○○○○○○

固 定 資 産 合 計

 流  動  資  産

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

その他流動資産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負     債     の     部

 固  定  負  債

企 業 債

建設改良等企業
債

企 業 債 合 計

引 当 金

退職給付引当金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

 流  動  負  債

企 業 債

建設改良等企業
債

企 業 債 合 計

未 払 金

預 り 金

引 当 金

賞 与 引 当 金
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イ
89,163

542,072

4,091,736

５ 繰  延  収  益

(1)

ア 5,054,905

△3,582,836 1,472,069

イ 1,254,907

△1,086,832 168,075

ウ 1,270,977

△1,099,976 171,001

エ 310,247

△227,433 82,814

オ 57

△47 10

カ 33

△28 5

キ 23,769

△12,376 11,393

ク 32,311

△28,021 4,290

ケ
177,998

△162,308 15,690

1,925,347

1,925,347

13,430,823

６

(1) 8,827,690

8,827,690

法定福利費引当
金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

受贈財産評価額

収 益 化 累 計 額

他 会 計 補 助 金

収 益 化 累 計 額

国 庫 補 助 金

収 益 化 累 計 額

府 補 助 金

収 益 化 累 計 額

向 日 市 補 助 金

収 益 化 累 計 額

長岡京市補助金

収 益 化 累 計 額

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

寄 附 金

収 益 化 累 計 額

その他資本剰余
金○○○○○○

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資     本     の     部

 資  本  金

資 本 金

資 本 金 合 計
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７

(1)

ア 550,187

イ
203,390

753,577

(2)

ア
8,979,254

8,979,254

9,732,831

18,560,521

31,991,344

当年度未処分利
益剰余金・・・

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

受贈財産評価額

その他資本剰余
金・・・・・・

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

 剰  余  金

資 本 剰 余 金
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平成29年度京都市自動車運送事業予定損益計算書

（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）

単位 千円

 １　営  業  収  益

  (1) 運 送 収 益 20,163,721

  (2) 運 送 雑 収 益 1,117,309 21,281,030

 ２　営  業  費  用

  (1) 構 築 物 保 存 費 226,850

  (2) 車 両 保 存 費 1,567,393

  (3) 運 転 費 8,583,996

  (4) 運 輸 管 理 費 6,780,907

  (5) 一 般 管 理 費 674,973

  (6) 減 価 償 却 費 1,582,707 19,416,826

　　　営  業  利　益  1,864,204

 ３　営 業 外 収 益

  (1) 他 会 計 補 助 金 3,411

  (2) 府 補 助 金 10,005

  (3) 長期前受金戻入 204,750

  (4) 雑 収 益 23,182 241,348

 ４　営 業 外 費 用

(1) 支払利息及び企 36,382
　　　業債取扱諸費

(2) 雑 支 出 155,882 192,264 49,084

　　　経  常  利  益 1,913,288

　　　当 年 度 純 利 益 1,913,288

  　　前年度繰越利益剰余金 6,125,854

 　 　当年度未処分利益剰余金 8,039,142
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単位　   千円

１

(1) 

ア 12,906,617

イ 5,687,969

△1,183,464 4,504,505

ウ 1,170,905

△912,315 258,590

エ 18,633,619

△15,725,925 2,907,694

オ 3,660,207

△2,289,927 1,370,280

カ 4,669,556

△3,645,477 1,024,079

キ 14,474

△12,180 2,294

22,974,059

 (2)

ア 11,232

イ 49,335

60,567

(3)

ア 67,715

67,715

(4)

ア 10,000

投資その他の資
産

投 資 有 価 証 券

無形固定資産合計

建 設 仮 勘 定

建 物

建 設 仮 勘 定 合 計

有形固定資産合計

無形固定資産

電 話 加 入 権

電気通信施設利
用権●●●●●

機 械 装 置

減価償却累計額

工 具 器 具 備 品

減価償却累計額

リ ー ス 資 産

減価償却累計額

建 物

減価償却累計額

そ の 他 構 築 物

減価償却累計額

車 両

減価償却累計額

平成29年度京都市自動車運送事業予定貸借対照表

（平成30年3月31日）

資　   産  　 の  　 部

 固  定  資  産

有形固定資産

土 地
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イ 1,190,000

ウ 1,000

1,201,000

24,303,341

２

(1) 4,278,758

(2) 1,549,000

(3) 108,875

(4) 120,000

6,056,633

30,359,974

３

(1)

ア
3,149,797

3,149,797

(2)

ア 3,384,431

3,384,431

6,534,228

４

(1)

ア
1,341,386

1,341,386

(2) 2,194,000

(3) 150,000

(4)

ア 431,831賞 与 引 当 金

債

企 業 債 合 計

未 払 金

預 り 金

引 当 金

退職給付引当金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

 流  動  負  債

企 業 債

建設改良等企業

企 業 債

建設改良等企業
債

企 業 債 合 計

引 当 金

貯 蔵 品

その他流動資産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負     債     の     部

 固  定  負  債

投資その他の資産
合計○○○○○○

固 定 資 産 合 計

 流  動  資  産

現 金 預 金

未 収 金

他 会 計 出 資 金

そ の 他 出 資 金



　18　自動車運送 自動車運送　21 

イ
83,684

515,515

4,200,901

５ 繰  延  収  益

(1)

ア 5,155,304

△3,623,581 1,531,723

イ 1,318,956

△1,135,257 183,699

ウ 1,302,412

△1,139,658 162,754

エ 317,373

△226,145 91,228

オ 57

△42 15

カ 33

△25 8

キ 23,769

△8,012 15,757

ク 32,311

△27,638 4,673

ケ
209,482

△194,903 14,579

2,004,436

2,004,436

12,739,565

６

(1) 8,827,690

8,827,690資 本 金 合 計

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資     本     の     部
 資  本  金

資 本 金

寄 附 金

収 益 化 累 計 額

その他資本剰余
金○○○○○○

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

長岡京市補助金

収 益 化 累 計 額

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

国 庫 補 助 金

収 益 化 累 計 額

府 補 助 金

収 益 化 累 計 額

向 日 市 補 助 金

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

受贈財産評価額

収 益 化 累 計 額

他 会 計 補 助 金

法定福利費引当
金

引 当 金 合 計
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７

(1)

ア 550,187

イ
203,390

753,577

(2)

ア
8,039,142

8,039,142

8,792,719

17,620,409

30,359,974

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

その他資本剰余
金・・・・・・

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利
益剰余金・・・

 剰  余  金

資 本 剰 余 金

受贈財産評価額
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１　重要な会計方針に関する注記

　 　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　その他有価証券

　　　時価のないもの　移動平均法による原価法による。

　 　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　貯蔵品　先入先出法による原価法による。

　 　固定資産の減価償却方法

　　ア　有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　(ｱ) 減価償却の方法　

　　　　　建物　　定額法（平成10年3月31日以前に取得したものを除く。）による。

　　　　　その他　定率法による。　　　　　　　

　　　(ｲ) 主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　　　　15～50年

　　　　　構築物　　　　　　　　　10～40年

　　　　　機械装置　　　　　　 　　8～15年

　　　　　乗合自動車　　　　 　　　　　5年

　　　　　工具器具備品    　 　　  3～15年

　　イ　無形固定資産（リース資産を除く。）

　　　(ｱ) 減価償却の方法　定額法による。

　　　(ｲ) 主な耐用年数

　　　　　電気通信施設利用権　　　    20年

　　　　　ソフトウェア　　　　　　 　　5年

　　ウ　リース資産

 　　　 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

注　　記
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　 　引当金の計上方法

　　ア　退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため，各年度在籍職員に係る退職手当の期末要支給

　　　額に相当する金額をそれぞれ計上している。

　　イ　賞与引当金及び法定福利費引当金

　　　　職員の期末手当等の支払いに備えるため，各年度末における支払見込額に基づき，

　　　各年度の負担に属する額（12月から3月までの4箇月分）をそれぞれ計上している。

　 　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜方式による。

２　その他の注記

　 　退職給付引当金の取崩し

　　　退職手当として，平成29年度に292,005千円，平成30年度に325,766千円を支給する予

　　定のため，退職給付引当金をそれぞれ同額取り崩すこととしている。

　 　賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

　　　期末手当等として，平成29年度に1,532,298千円，平成30年度に1,635,988千円を支払

　　う予定のため，平成29年度に賞与引当金426,336千円及び法定福利費引当金63,272千円を

　　平成30年度に賞与引当金431,831千円及び法定福利費引当金83,684千円を取り崩すことと

　　している。


